
            独立行政法人経済産業研究所の役職員の報酬・給与等について

Ⅰ 役員報酬等について

1　役員報酬についての基本方針に関する事項

　① 平成20年度における役員報酬についての業績反映のさせ方

　② 役員報酬基準の改定内容
法人の長

理事

理事（非常勤）

監事

監事（非常勤）

２　役員の報酬等の支給状況

平成20年度年間報酬等の総額

報酬（給与） 賞与 就任 退任
千円 千円 千円 千円

21,388 15,712 5,676 0
（　　　　）

  *※

千円 千円 千円 千円

該当者なし
（　　　　）

千円 千円 千円 千円

2,450 2,450 0 0
（　　　　）

   *

千円 千円 千円 千円

該当者なし
（　　　　）

千円 千円 千円 千円

2,200 2,200 0 0
（　　　　）

千円 千円 千円 千円

5,129 5,040 0 89
（通勤手当）

   *

注１：「前職」欄には、役員の前職の種類別に以下の記号を付している。
　　　退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後
      独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄。

役名
その他（内容）

理事Ａ
（非常勤）

監事B
（非常勤）

前職

監事A
（非常勤）

監事

法人の長

理事

就任・退任の状況

　　　　　　　改正なし

　　　　　　　改正なし（基準なし）

　「独立行政法人経済産業研究所役員給与規程」において、理事長は経済産業省独立行政法人評
価委員会の業務実績に係わる評価結果(以下「評価結果」という。）を勘案し、業績給を支給すること
ができると規定している。
理事長の業績給の額は、理事長として支給された本俸月額の合計額を給与支給月数で除した額に
１００分の３２６を乗じて得た額に、以下に定める評価結果に即した割合を乗じて得た額とする。
　　　　　　　　　　　　　　　評価結果　　　　　　 　　　　割合
　　　　　　　　　　　　　　　　　      ＡＡ評価                 100分の100
　　　　　　　　　　　　　　　　　    　Ａ評価                    100分の75
　　　　　　　　　　　　　　　　　 　   Ｂ評価                    100分の50
　　　　　　　　　　　　　　　　　 　   Ｃ評価                    100分の25
　　　　　　　　　　　　　　　　　      Ｄ評価                    100分の0

　　　　　　　改正なし

　　　　　　　改正なし（基準なし）

　　　　　　　改正なし



３　役員の退職手当の支給状況（平成20年度中に退職手当を支給された退職者の状況）

区分 支給額（総額） 退職年月日 業績勘案率 前職

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

注１：「前職」欄には、退職者の役員時の前職の種類別に以下の記号を付している。
　　退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後

独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄。

監事
（非常
勤）

理事
（非常
勤）

監事

法人の長

理事

摘　　要法人での在職期間



Ⅱ 職員給与について
１　職員給与についての基本方針に関する事項

　② 職員給与決定の基本方針
　ア 給与水準の決定に際しての考慮事項とその考え方

　イ 職員の発揮した能率又は職員の勤務成績の給与への反映方法についての考え方

〔能率、勤務成績が反映される給与の内容〕

　ウ 平成20年度における給与制度の主な改正点

本俸
（査定分）

業績結果に応じて次年度の契約更新時、または待遇条件改訂時に本俸を
維持または増額。他方、業績結果が極めて不十分と評価されたものについて
は、次年度の契約更新を行わない場合もある。

　① 人件費管理の基本方針

給与種目
賞与：勤勉手当

（査定分）

制度の内容
特に優れた業績結果を残したと評価された職員については、特別賞与（10又
は20万円、研究者は最高50万円まで）を支給することが可能。

中期計画に掲げた常勤役職員の人件費の「５年間で5％以上の削減（人事院勧告を踏まえ
た給与改定分を除く）」を達成すべく、任期付職員や非常勤職員等の流動的な雇用形態を
活用し、業務の効率化を図ることにより人件費の削減に努めている。

職員の給与水準については、職員の当研究所での勤務実績を考慮し、社会一般情勢及び
国家公務員の給与水準に適合するよう決定している。

５年間という限られた期間において、当研究所に課された中期目標を効果的かつ効率的に
達成するべく、常勤職員を対象とした目標管理型の人事評価制度を導入しており、職員の
勤務実績が公平に評価され、その結果が職員の処遇に適切に反映される仕組みとなって
いる。

特になし



２　職員給与の支給状況

　①　職種別支給状況

うち通勤手当
人 歳 千円 千円 千円 千円

5 47.1 10,151 7,317 139 2,834
人 歳 千円 千円 千円 千円

5 47.1 10,151 7,317 139 2,834

人 歳 千円 千円 千円 千円

15 40.3 5,341 4,051 187 1,290
人 歳 千円 千円 千円 千円

14 39.6 5,134 3,752 201 1,382
人 歳 千円 千円 千円 千円

1

注１：常勤職員については、在外職員、任期付職員及び再任用職員を除く。

注２：民間からの出向者は該当者が２名以下で、当該個人に関する情報が特定されるおそれがあることから、

平均年齢以下については記載しない。

注３：各区分において、研究職種、医療職種（病院医師、病院看護師）及び教育職種（高等専門学校教員）は該当者が

いないため省略している。

注４：再任用職員及び在外職員は該当者がいないため、当該欄を省略している。

うち通勤手当
人 歳 千円 千円 千円 千円

8 42.6 11,218 8,140 143 3,078
人 歳 千円 千円 千円 千円

8 42.6 11,218 8,140 143 3,078
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当なし

注１：常勤職員、在外職員、再任用職員及び非常勤職員は該当者がいないため、当該欄を省略している。

注2：各区分において、事務・技術、医療職種（病院医師、病院看護師）及び教育職種（高等専門学校教員）は該当者が

いないため省略している。

民間からの出向者

事務・技術

任期付職員

事務・技術

（年俸制適用者以外）

区分

常勤職員

うち所定内人員 うち賞与平均年齢
平成２０年度の年間給与額（平均）

総額

　（年俸制適用者）

区分 人員 平均年齢

任期付職員

研究職種

民間からの出向者

平成２０年度の年間給与額（平均）

総額 うち所定内 うち賞与



②

　　　　注１：①の年間給与額から通勤手当を除いた状況である。以下、⑤まで同じ。

　　　 注２：28-31、32-35、44-47、48-51の年齢層については、該当者が４名以下のため第１・第３四分位折れ線を

　　　　 　　表示していない。

　　　 注３：20-23、24-27、52-55の年齢層については、該当者が２名以下のため平均額を表示していない。

（事務・技術職員）

四分位 四分位 　

第１分位 第３分位

人 歳 千円 千円 千円
ディレクター 1

副ディレクター 3 47.2 9,404

マネージャー 3 43.2 6,605

スタッフ 12 39.1 4,207 4,778 5,107

注３：副ディレクター、マネージャーについては、該当者が４名以下のため、第1･第3四分位を記載しない。

注１：ディレクターは本部部長職、副ディレクターは本部副部長職、マネージャーは本部課長職、スタッフ
は本部課員に相当する。

注２：ディレクターについては、該当者が1名で当該個人に関する情報が特定されるおそれがあることか
ら、平均額を記載しない。

年間給与の分布状況（事務・技術職員／研究職員）〔在外職員及び再任用職員を除く。以下、⑤ま
で同じ。〕

平均平均年齢人員分布状況を示すグループ

年間給与の分布状況（事務・技術職員）
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　　　　　注：①の年間給与額から通勤手当を除いた状況である。以下、⑤まで同じ。
　 　　　　すべての年齢階層で該当者が4名以下のため第1・第3四分位折れ線を表示していない。

（研究職員）

四分位 四分位

第１分位 第３分位

人 歳 千円 千円 千円

副所長 1

上級研究員 3 47.2 12,739

研究員 4 37 8,533

注３：上席研究員、研究員には管理職は存在しない。

平均年齢 平均分布状況を示すグループ 人員

注２：上席研究員、研究員については該当者が4名以下で当該個人に関する情報が特定されるおそれ
があることから、第1・第3四分位を記載しない。

注１：副所長については、該当者が1名で当該個人に関する情報が特定されるおそれがあることから、
平均年齢以下については記載しない。

年間給与の分布状況（研究職員）
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③

区分 計 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級

標準的 スタッフ スタッフ マネージャー 副ディレクター ディレクター ディレクター

な職位
人 人 人 人 人 人 人

5 3 1 1
（割合） （　　　　%） （　 　　%） （　 　　%） （60.0%） （20.0%） （20.0%）

歳 歳 歳 歳 歳 歳

56

～ ～ ～ ～ ～ ～

43
千円 千円 千円 千円 千円 千円

7,594

～ ～ ～ ～ ～ ～

5,899

千円 千円 千円 千円 千円 千円
10,416

～ ～ ～ ～ ～ ～

8,093

③

区分 計 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級

標準的 スタッフ スタッフ マネージャー 副ディレクター ディレクター ディレクター

な職位
人 人 人 人 人 人 人

14 1 11 2
（割合） （7.1%） （78.6%） （14.3%） （　　　%） （　　　%） （　　　%）

歳 歳 歳 歳 歳 歳

51

～ ～ ～ ～ ～ ～

31
千円 千円 千円 千円 千円 千円

4,180

～ ～ ～ ～ ～ ～

2,657
千円 千円 千円 千円 千円 千円

5,744

～ ～ ～ ～ ～ ～

4,104

年間給
与額(最
高～最

低)

４級以外については、該当者が２名以下で当該個人に関する情報が特定されるおそれがあることから、年齢以下につ
いては記載しない。

年齢（最高
～最低）

所定内
給与年
額(最高
～最低)

 職級別在職状況等（平成２１年４月１日現在）（事務・技術職員）（任期付職員のみ）

人員

人員

所定内給
与年額(最
高～最低)

 職級別在職状況等（平成２１年４月１日現在）（事務・技術職員）（任期付職員、年俸制職員を除く）

１級、３級については該当者が２名以下で当該個人に関する情報が特定される恐れがあることから、年齢以下につい
ては記載しない。

年齢（最高
～最低）

年間給与
額(最高～

最低)



③

区分 計

標準的 上席
な職位 副所長 研究職員 研究職員

人 人 人 人

8 1 3 4
（割合） （100％） （12.5%） （37.5%） （50%）

歳 歳 歳

50 44

～ ～ ～

42 33
千円 千円 千円

10,469 8,362
～ ～ ～

7,260 4,373
千円 千円 千円

14,595 11,480

～ ～ ～
9,991 6,019

④

夏季（６月） 冬季（１２月） 計
％ ％ ％

100 100 100
％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 0 0 0

％ ％ ％

         最高～最低 0.0～0.0 0.0～0.0 0.0～0.0
％ ％ ％

97.4 96.5 96.9
％ ％ ％

査定支給分（勤勉相
当） 2.6 3.5 3.1

％ ％ ％

         最高～最低 22.8～0.0 22.7～0.0 13.8～0.0

④

夏季（６月） 冬季（１２月） 計
％ ％ ％

98.3 98.4 98.4
％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 1.7 1.6 1.6

％ ％ ％

         最高～最低 9.4～0.0 8.9～0.0 4.9～0.0

注：上席研究員、研究員には管理職は存在しない。

副所長については該当者が1名で当該個人に関する情報が特定される恐れがあることから、年齢以下については
記載しない。

年間給与
額(最高～

最低)

一律支給分（期末相当）

一般
職員

管理
職員

年齢（最高
～最低）

一般
職員

一律支給分（期末相当）

一律支給分（期末相当）

賞与（平成２０年度）における査定部分の比率（事務・技術職員）

区分

所定内給
与年額(最
高～最低)

区分

 職級別在職状況等（平成２１年４月１日現在）（研究職員）（年俸制任期付職員のみ）

人員

賞与（平成２０年度）における査定部分の比率（研究職員）



⑤

（事務・技術職員）

99.5

92.6

すべての独立行政法人を一つの法人とみなした場合の給与水準）に置き換えた場合の給与水準を１００

（研究職員）（年俸制任期付）

133.6

133.0

すべての独立行政法人を一つの法人とみなした場合の給与水準）に置き換えた場合の給与水準を１００

対他法人（事務・技術職員）

　　として、法人が現に支給している給与費から算出される指数をいい、人事院において算出

職員と国家公務員及び他の独立行政法人との給与水準（年額）の比較指標（事務・技術職員／
研究職員）

対国家公務員（行政職（一））

注：　当法人の年齢別人員構成をウエイトに用い、当法人の給与を国の給与水準（「対他法人」においては、

　　として、法人が現に支給している給与費から算出される指数をいい、人事院において算出

注：　当法人の年齢別人員構成をウエイトに用い、当法人の給与を国の給与水準（「対他法人」においては、

対他法人（研究職員）

対国家公務員（研究職）



給与水準の比較指標について参考となる事項

○比較対象職員の状況
　①事務･技術職員
　　　常勤職員欄の事務･技術５人及び任期付職員欄の事務･技術職員１４人　計１９人
　　　１９人の平均年齢41.6歳、平均年間給与額　6,454千円
　②研究職員
　　　年俸制の任期付職員欄の研究職種8人　計8人
　　　８人の平均年齢42.6歳、平均年間給与額　11,218千円

○事務・技術職員

地域勘案　　　　　　 　８７．４

参考 学歴勘案　　　　　　 　９７．２

地域・学歴勘案　　  　８５．５

内容

　国に比べて給与水準が
　高くなっている定量的な
　理由

該当無し

対国家公務員　　　９９．５

　給与水準の適切性の
　検証

【累積欠損額について】
累積欠損額  0円（平成19年度決算）

【検証結果】　　該当しない

【国からの財政支出について】
支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合　　97.0　％
（国からの財政支出額1,599,398,000円、支出予算の総額1,648,903,281円：
平成20年度予算）

【検証結果】事務・技術職員の給与水準ついては、対国家公務員指数を0.5
ポイント下回っており、適切なものと判断している。

講ずる措置 給与水準については、引続き適切性の維持に努める。

項目

指数の状況



○研究職員

地域勘案　　　　　　 １２８．７

参考 学歴勘案　　　　　　 １３２．９

地域・学歴勘案　　　１２８．１

　当法人は、政策研究・提言活動を効果的・効率的に行う観点から、人的資源についても研究所

のﾊﾟﾌｫｰﾏﾝｽが向上するよう様々な手法を導入している。具体的には研究員については任期付

採用、外部兼任研究者等の手法を活用すること、事務職員についても民間のｽﾍﾟｼｬﾘｽﾄを登用

することを基本方針としている。

この方針に則り、実際にも事務職員、研究職員ともに原則任期付任用とするとともに、研究員につ

いては年俸制としている。

　研究員については、その年俸額は下記の諸要因を総合的に考慮して決定している。

　　参考：研究員の年俸決定時の考慮要因（研究職員等給与規程第2条第2項）

契約締結に当たっては、研究員等の年俸は①個人の専門能力、経験、研究成果、②学位の有無、

③担当する職務の複雑・困難、責任の度、④組織への貢献期待度、⑤現在別組織に既に雇用され

ている場合、当研究所に移ることによって発生するリスクに対する補償額、⑥当研究所の研究環境を

享受することによって本人が受ける便益、⑦研究市場において、本人と同様の状況にある研究者の

給与相場、⑧融合先提示条件、⑨現在の給与及び⑩既に当研究所に雇用されている研究者の給与

とのバランス等を考慮して定めるものとする。

内容

第2期中期計画に掲げた常勤役職員の人件費の「5年間で5%以上の削減」
への取組み。
国家公務員において平成21年度までを昇給抑制期間と位置付けていること
等に鑑み、３等級相当以上の者(研究員及びシニアのマネージャー以上の
事務職員)について、昇給幅を半分程度に抑制。

指数の状況

当研究所は、わが国の産業政策のあり方について学術的に裏付けされた質
の高い政策研究・提言を行うことを理念とする政策研究機関であり、国内外
の優秀な研究者を確保する必要がある。研究員は任期付年俸制であること
（永続的な雇用を保証していないこと）及び退職金を支給しないこと等から、
高めの水準になっている。

【国からの財政支出について】
支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合　97.0　％
（国からの財政支出額1,599,398,000円、支出予算の総額1,648,903,281円：
平成20年度予算）

【支払総額に占める給与・報酬等支給総額の割合について】
405,336,878円/1,505,201,034=26.9%

【管理職の割合について】
研究職員に管理職は存在しない。

【大卒以上の高学歴者の割合について】
100　％

【検証結果】　　研究員の年俸額については、研究職員等給与規程（下記
「参考〕参照）に定める諸要因を総合的に考慮して決定しているものであり、
給与水準は適切なものと判断している。

項目

　国に比べて給与水準が
　高くなっている定量的な
　理由

　給与水準の適切性の
　検証

対国家公務員　　１３３．６

【累積欠損額について】
累積欠損額  0円（平成19年度決算）

【検証結果】　　該当しない

講ずる措置



Ⅲ　総人件費について

当年度
（平成20年度）

前年度
（平成19年度）

千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(A)
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(Ｂ)
千円 千円 （％） （％）

(Ｃ)
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(D)
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ)

総人件費について参考となる事項

・給与、報酬等支給総額が対前年度比２．１％減となっている主な理由は、当研究所の特徴である

流動性の高い雇用形態（任期付）による研究員の異動に伴う減によるもの。

・非常勤役職員等給与が対前年度比４．２％減となっている主な理由は、研究委員等への

　謝金支払い減（△32,338千円）によるもの。

〈行革推進法、「「行政改革の重要方針」（17．12.24閣議決定）による人件費削減の取組み状況〉

①中期目標（平成１８年度～平成２２年度）に示された人件費削減の取組に関する事項

　　　行政改革の重要方針（平成１７年１２月２４日閣議決定）に基づき、国家公務員の定員の削減  

　目標（今後５年間で５％以上の純減）及び給与構造改革を踏まえ、国家公務員に準じた削減の 

　取り組み行う。

②中期計画において設定した削減目標、国家公務員の給与構造改革を踏まえた見直しの方針

　　  行政改革の重要方針（平成１７年１２月２４日閣議決定）に基づき、国家公務員の定員の削減

　 目標（今後５年間で５％以上の純減）及び給与構造改革を踏まえ、国家公務員に準じた削減の

   取り組みとして５年間で５％以上の削減（人事院勧告を踏まえた給与改定分を除く。）を行うこと
　 とする。　

総人件費改革の取組状況

基準年度
（平成17年

度）

平成18
年度

平成19
年度

平成20
年度

444,806 449,553 413,940 405,336

1.1    　△ 6.9 　△8.9

1.1 　　　△7.6 　　△9.6

（注）１　「人件費削減率（補正）」とは、「行政改革の重要方針」（平成１７年１２月２４日閣議決定）による人事 　　　　　　　

　　　　院勧告を踏まえた官民の給与較差に基づく給与改定分を除いた削減率である。

　　　　　なお、平成１８年度、平成１９年度、平成２０年度の行政職（一）職員の年間平均給与の増減率はそれぞれ０％、
　　　　　０．７％、0％である。

Ⅳ 法人が必要と認める事項

特になし

給与、報酬等支給総額
（千円）

人件費削減率
（％）

（△9.8）

（6.5）828,595

△8,604 △44,217

1,078

区　　分

898 △875

（△3.9）

（35.0）（△4.2）

給与、報酬等支給総額

中期目標期間開始時（平
成　18年度）からの増△減

△16,704

△180

人件費削減率（補正値）
（％）

年　　　度

405,336

比較増△減

（△16.7）
退職手当支給額

（△49.4）

△25,270

97,583

△1,872

413,940

376,635 393,339

（△3.0）

（△2.1）

非常勤役職員等給与

50,617

45,726 45,506 219 　（　0.5）

853,865

福利厚生費

最広義人件費


